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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期
第２四半期
連結累計期間

第59期
第２四半期
連結累計期間

第58期

会計期間
自 平成23年４月１日

至 平成23年９月30日

自 平成24年４月１日

至 平成24年９月30日

自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日

売上高（百万円） 123,935 126,601 247,792

経常利益（百万円） 9,355 10,008 19,702

四半期（当期）純利益（百万円） 5,106 5,811 12,617

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
6,412 5,992 10,839

純資産額（百万円） 110,881 119,006 115,315

総資産額（百万円） 207,360 211,421 212,343

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円）
26.94 30.65 66.55

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 50.0 52.7 50.8

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
6,499 7,625 10,239

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
△5,527 △4,673 △3,563

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
△2,401 △1,435 △3,842

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（百万円）
24,286 27,507 26,983

  

回次
第58期
第２四半期
連結会計期間

第59期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成23年７月１日

至 平成23年９月30日

自 平成24年７月１日

至 平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）

（円）

△0.36 4.63

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

  

EDINET提出書類

株式会社アシックス(E02378)

四半期報告書

 3/26



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

  当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

  

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、欧州債務問題の深刻化などに伴う景気の減速の動きが見られ

ました。日本経済は、復興需要などを背景として、緩やかな景気回復の動きが見られるものの、個人消費の弱い動

きやデフレの影響などにより、依然として厳しい状況で推移いたしました。

スポーツ用品業界は、ランニングブームなどを背景に、健康志向によるスポーツへの関心が高まっているもの

の、厳しい経営環境でありました。

このような情勢のもと、当社グループは、中期経営計画「アシックス・グロース・プラン(AGP)2015」に基づ

き、引き続きグローバルレベルでの事業の強化・拡大を図りました。パリ、ストックホルム、ゴールドコーストを

はじめとする世界各地のマラソン大会に協賛するとともに、ロンドンで開催された第30回オリンピック競技大会

において、陸上、水泳、レスリングをはじめとする各種競技の各国代表選手が使用する当社製品を製作・提供いた

しました。また、ベースボール用品をすべてアシックスブランドに統一することを決定するなど、ブランド価値お

よび企業イメージの向上に努めました。

販売面におきましては、ロンドンにアシックスブランドの旗艦店、東京にオニツカタイガーブランドの旗艦店

をそれぞれオープンしたほか、スペイン、ポルトガル、ブラジルなどに自主管理売場をオープンするなど、売上拡

大に努めました。

また、世界本社機能と日本事業を分離し、併せて国内販売子会社を整理統合することを決定しました。これによ

り、当社は世界本社として、グローバル市場の動向を見据えた経営管理と競争力の源泉である商品開発力の強化

を、日本事業はマーケティング・販売機能の強化・拡大を図ります。

当第２四半期連結累計期間における売上高は126,601百万円と前年同期間比2.2％の増収でした。このうち国内

売上高は、主にランニングシューズおよびトレーニングウエアが好調であったものの、ベースボールウエア・用

具類の低調などにより43,386百万円と前年同期間比0.4％の増収でした。海外売上高は、米州および欧州などでラ

ンニングシューズが好調に推移したものの、為替換算レートの影響により83,215百万円と前年同期間比3.1％の

増収でした。

売上総利益は、売上高が増加した一方で、仕入コストが上昇したことなどにより54,600百万円と前年同期間比

0.2％の増益にとどまりました。販売費及び一般管理費は、主に広告宣伝費が減少したものの、人件費などの増加

により43,632百万円と前年同期間比0.4％の増加となり、営業利益は10,967百万円と前年同期間比0.9％の減益と

なりました。経常利益は為替差損が減少したことなどにより10,008百万円と前年同期間比7.0％の増益、四半期純

利益は5,811百万円と前年同期間比13.8％の増益となりました。 

  

報告セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①日本地域

日本におきましては、ランニングシューズおよびトレーニングウエアが好調であったことに加え、在外子会

社への売上高が増加したことにより、売上高は53,857百万円（前年同期間比3.8％増）となりましたが、セグメ

ント利益につきましては広告宣伝費および人件費の増加などにより2,490百万円（前年同期間比11.5％減）と

なりました。

②米州地域

米州におきましては、ランニングシューズが好調であったため、売上高は34,671百万円（前年同期間比

10.9％増）となり、セグメント利益につきましては売上高の増加により3,217百万円（前年同期間比51.7％

増）となりました。

③欧州地域

欧州におきましては、ランニングシューズが好調であったものの、主に為替換算レートの影響により、売上高

は30,936百万円（前年同期間比2.5％減）となり、セグメント利益につきましては広告宣伝費などは減少しま

したが、仕入コストの上昇などにより3,712百万円（前年同期間比13.9％減）となりました。

EDINET提出書類

株式会社アシックス(E02378)

四半期報告書

 4/26



④オセアニア地域 

オセアニアにおきましては、東南アジアへの売上高が日本地域より移管された一方で、主に為替換算レート

の影響により、売上高は5,636百万円（前年同期間比5.6％増）となり、セグメント利益は1,377百万円（前年同

期間比1.2％減）となりました。  

⑤東アジア地域  

東アジアにおきましては、オニツカタイガーシューズが堅調であったものの、主に為替換算レートの影響に

より、売上高は6,594百万円（前年同期間比4.4％減）となり、セグメント利益は635百万円（前年同期間比

17.6％減）となりました。  

⑥その他事業  

その他事業におきましては、ホグロフスブランドのアウトドアウエアなどが堅調であったものの、主に為替

換算レートの影響により、売上高は3,183百万円（前年同期間比3.2％減）となり、セグメント損失は339百万円

となりました。  

  

(２）財政状態及びキャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末の財政状態といたしましては、総資産211,421百万円（前連結会計年度末比0.4％

減）、負債の部合計92,414百万円（前連結会計年度末比4.8％減）、純資産の部合計119,006百万円（前連結会計

年度末比3.2％増）でした。

流動資産は、現金及び預金が増加したものの、売上債権の減少およびたな卸資産の減少などにより、148,301百

万円（前連結会計年度末比0.1％減）でした。

固定資産は、主に建物および土地を売却したことによる有形固定資産の減少、のれんおよびブランドなどの無

形固定資産の減少があったものの、投資有価証券の増加および繰延税金資産の増加による投資その他の資産の増

加などにより、63,119百万円（前連結会計年度末比1.2％減）でした。

流動負債は、支払手形及び買掛金の減少などにより、52,179百万円（前連結会計年度末比6.8％減）でした。

固定負債は、長期借入金の減少などにより、40,235百万円（前連結会計年度末比2.0％減）でした。

株主資本は、利益剰余金の増加により、126,693百万円（前連結会計年度末比2.9％増）でした。

その他の包括利益累計額は、主に為替換算調整勘定が減少したことにより、△15,348百万円と前連結会計年度

末に比べ188百万円減少しました。

少数株主持分は、7,661百万円（前連結会計年度末比4.0％増）でした。

  

また、キャッシュ・フローにおきましては、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下

「資金」という）は、27,507百万円と前連結会計年度末に比べ524百万円増加しました。

なお、当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は7,625百万円となり、前年同期間に比べ1,126百万円の収入増加となりました。 

  収入の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益10,062百万円、減価償却費2,380百万円、売上債権の減少額2,054

百万円、たな卸資産の減少額1,992百万円であり、支出の主な内訳は、法人税等の支払額4,786百万円、仕入債務の

減少額4,213百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は4,673百万円となり、前年同期間に比べ853百万円の支出減少となりました。 

  収入の主な内訳は、定期預金の払戻による収入4,035百万円であり、支出の主な内訳は、定期預金の預入による

支出7,520百万円、有形固定資産の取得による支出1,078百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は1,435百万円となり、前年同期間に比べ965百万円の支出減少となりました。

  収入の主な内訳は、長期借入れによる収入1,000百万円であり、支出の主な内訳は、配当金の支払額2,283百万円

であります。
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(３）事業上及び財務上の対処すべき課題  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

  

会社の支配に関する基本方針について

①  会社の支配に関する基本方針の内容

当社は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社の取締役会の賛同を得ずに行われる、いわ

ゆる「敵対的買収」であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定

するものではありません。特定の者による当社株式の大規模な買付行為等に応じて当社株式の売却を行うか否

かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の判断に委ねられるべきものであると考えます。

しかし、当社および当社グループは、スポーツを核とした事業領域で、当社の企業価値・株主共同の利益の確

保・向上に取り組んでおり、そのために幅広いノウハウと豊富な経験、ならびに国内外の顧客・取引先および

従業員等のステークホルダーとの間に築かれた良好な関係を維持し促進することが重要な要素であり、当社の

財務および事業の方針の決定を支配する者としては、これらに関する十分な情報や理解がなくては、将来実現

することのできる当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する可能性があり、不適切であると考えます。

  

②  当社の状況および企業価値向上に向けた取り組み

当社は、1949年（昭和24年）に、スポーツを通じて青少年の健全な育成に貢献することを願い鬼塚商会とし

て創業以来、「健全な身体に健全な精神があれかし」を創業哲学とし、「スポーツを通して、すべてのお客様に

価値ある製品・サービスを提供する」ことを理念に、お客様の求めるものを徹底的に追求し、世界のスポーツ

をする選手、スポーツを愛するすべての人々や健康を願う方々の役に立つよう、技術とものづくりに対するこ

だわりを持ち続けてまいりました。

1977年（昭和52年）に、同業２社との合併を機に、この創業哲学のラテン語「Anima Sana In Corpore

Sano」の頭文字から社名を株式会社アシックス（ASICS）へ変更し、社業の発展に努めてまいりました。

当社および当社グループは、スポーツシューズ類、スポーツウエア類、スポーツ用具類などスポーツ用品等

を、国内および海外で製造販売しております。そして、長年トップアスリートのニーズに応えてきた技術力とも

のづくりへのこだわりや海外でのシューズを中心としたランニング事業における高いブランドイメージを基

盤として、2015年度までの中期経営計画「アシックス・グロース・プラン（AGP）2015」を発表し、「スポーツ

でつちかった知的技術により、質の高いライフスタイルを創造する」をビジョンとして定め、３つの事業領域

である①アスレチックスポーツ事業領域、②スポーツライフスタイル事業領域および③健康快適事業領域にお

いて、製品戦略：「革新的な価値の提供とお客様ニーズ対応の融合」、組織戦略：「グローバル組織の構築」

をそれぞれ進め、事業の拡大・強化に取り組んでおります。

当社および当社グループは、「グループ全体で、お客様起点の活動を徹底する」を基本方針とし、今後も中長

期的な視野に立ち、企業価値のさらなる向上を目指してまいります。  

  

③  会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針が支配されるこ

とを防止するための取り組み

当社は、平成23年６月24日開催の定時株主総会において、当社株式の大規模な買付行為への対応方針の一部

を改定して３年間継続することを決定いたしました（以下、改定後の当社株式の大規模な買付行為への対応方

針を「本対応方針」といいます。）。

本対応方針の概要は次のとおりであります。

当社は、突然大規模な買付行為がなされたときに、大規模買付者による当社および当社グループの従業員、顧

客および取引先等のステークホルダーとの関係についての方針や当社グループの経営に参画したときの経営

方針・事業計画等が、当社の企業価値・株主共同の利益を高めるものか等を当社株主に短期間のうちに適切に

判断していただくためには、大規模買付者および当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供されるこ

とが不可欠と考え、大規模買付行為に際しては、まず、大規模買付者が事前に当社株主の判断のために必要かつ

十分な大規模買付行為に関する情報を提供すべきであると考えます。

また、当社取締役会も、かかる情報が提供された後、大規模買付行為に対する当社取締役会としての意見の検

討を速やかに開始し、独立委員会からの勧告や外部専門家等の助言を受けながら慎重に検討したうえで意見を

形成して公表いたします。

  かかるプロセスを経ることにより、当社株主は、当社取締役会の意見を参考にしつつ、大規模買付者の提案に

対する諾否を検討することが可能となり、大規模買付者の提案に対する最終的な諾否を適切に決定するために

必要かつ十分な情報の取得と検討の機会を得られることとなります。

当社取締役会は、上記の見解を具現化した一定の合理的なルールに従って大規模買付行為が行われること

が、当社の企業価値・株主共同の利益に資すると考え、事前の情報提供に関する一定のルール（以下「大規模

買付ルール」といいます。）を設定いたしました。
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大規模買付ルールの骨子は、①大規模買付者は、大規模買付行為の前に、当社取締役会に対し、予定する大規

模買付行為に関する必要かつ十分な情報を提供し、②当社取締役会は、一定の評価期間内に当該大規模買付行

為に対する当社取締役会としての意見をまとめて公表し、③大規模買付者は、当該評価期間経過後に大規模買

付行為を開始するというものであり、その概要は次のとおりであります。  

(ⅰ)大規模買付者には、大規模買付行為の前に、当社取締役会に対して、当社株主の判断および当社取締役会

としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます。）を書面で提供していただ

きます。当社取締役会は、取締役会による評価、検討、意見形成等のため必要かつ十分な本必要情報が大規模買

付者から提出されたと判断した場合には、直ちにその旨大規模買付者に通知するとともに、速やかに当社株主

に公表します。なお、当社取締役会は、必要に応じて情報提供の期限を設定しますが、大規模買付者から合理的

な理由に基づく延長要請があった場合には、その期限を延長することができるものとします。

(ⅱ)当社取締役会は、取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下「取締役会

評価期間」といいます。）として、大規模買付者が当社取締役会に対し本必要情報の提供を完了したと公表し

た日の翌日から、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）また

は90日間（その他の大規模買付行為の場合）を設定し、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ

開始されるものとします。当社取締役会は、取締役会評価期間中、独立委員会に諮問し、必要に応じて外部専門

家等の助言および監査役の意見を参考に、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、独立委員会からの勧

告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動または不発動含め、当社取締役会としての意見を慎重にとりまと

めて決議し公表します。

大規模買付行為がなされた場合の対応方針の概要は次のとおりです。

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守する場合、当社取締役会は、大規模買付行為に対する対抗措置の発

動要件を満たすときを除き、当社株主に対して、当該買付提案に対する諾否の判断に必要な判断材料を提供さ

せていただくにとどめ、原則として、当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。当社取締役会は、大

規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合や、大規模買付ルールを遵守する場合であっても、当該大規

模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なう場合で、かつ、対抗措置を発動することが相当

であると判断したときに限り、取締役会から独立した組織の独立委員会に必ず諮問し、独立委員会の勧告を最

大限尊重したうえで、無償割当による新株予約権の発行等、会社法その他の法律および当社定款が取締役会の

権限として認める措置を内容とする対抗措置を発動することができるものとします。なお、当社取締役会は、対

抗措置を発動するに際し、株主共同の利益に照らし株主意思を確認することが適切と判断する場合は、株主総

会を招集し、対抗措置に関する当社株主の意思を確認することができるものとします。  

  

④  上記取り組みが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当

社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて

まず、本対応方針は、会社の支配に関する基本方針に沿って、当社株式に対する大規模買付行為がなされた際

に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを当社株主が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示する

ために必要な情報や時間を確保し、当社株主のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることによ

り、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。

次に、本対応方針は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合や、大規模買付ルールを遵守する場

合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なう場合で、かつ、対抗措置

を発動することが相当であると判断したときに限り、対抗措置が発動されるように設定されており、当社取締

役会による恣意的な対抗措置の発動を防止するための仕組みが確保されています。

また、本対応方針における対抗措置の発動等に際しては、当社取締役会から独立した社外役員等によって組

織された独立委員会に諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重するものとされています。また、その判断の概要に

ついては当社株主に情報開示をすることとされており、当社の企業価値・株主共同の利益に適うように本対応

方針の公正・透明な運用が行われる仕組みが確保されています。

  最後に、本対応方針は、株主総会における当社株主の承認を条件に継続されるものであり、その継続について

当社株主の意向が反映されることとなっております。また、本対応方針継続後、有効期間の満了前であっても、

当社取締役会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で廃止され

ることになります。さらに、当社取締役の任期は１年間となっており、毎年の取締役選任手続を通じて本対応方

針の継続、廃止または変更の是非の判断に当社株主の意向が反映されます。

これらの措置により、本対応方針は、会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益に合致し、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。    

  

(４）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は401百万円（前年同期間比3.6％

減）であります。なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。
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(５）従業員の状況

当第２四半期連結累計期間において、連結会社または提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

  

(６）生産、受注及び販売の状況

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい増減はありません。

  

(７）設備の状況

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動および主要な設備の前連結会計年度末における

計画の著しい変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 790,000,000

計 790,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成24年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 199,962,991 199,962,991

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 199,962,991 199,962,991 － －

   

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項がないため記載しておりません。

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項がないため記載しておりません。

  

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項がないため記載しておりません。

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成24年７月１日～

平成24年９月30日
－ 199,962 － 23,972 － 6,000
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（６）【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 9,783 4.89

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 7,858 3.93

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 6,743 3.37

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 6,607 3.30

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 6,309 3.16

株式会社みずほコーポレート銀

行
東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 5,568 2.78

メロン  バンク  エヌエー  ア

ズ  エージェント  フォー  

イッツ  クライアント  メロン 

オムニバス  ユーエス  ペン

ション(常任代理人  株式会社み

ずほコーポレート銀行)

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108

(東京都中央区月島４丁目16－13)
4,591 2.30

株式会社みなと銀行 兵庫県神戸市中央区三宮町２丁目１－１ 4,208 2.10

ステート  ストリート  バンク 

アンド  トラスト  カンパニー 

５０５２２５（常任代理人  株

式会社みずほコーポレート銀

行）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A．

(東京都中央区月島４丁目16－13)

3,811 1.91

ステート  ストリート  バンク 

アンド  トラスト  カンパニー

５０５２２３(常任代理人  株式

会社みずほコーポレート銀行)

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A．

(東京都中央区月島４丁目16－13)

3,404 1.70

計 － 58,887 29.45

（注）１．当社は、自己株式10,372千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）の所有株式数のうち投資信託・年金信託設定分の株式数につきましては、確認できないため記載しており

ません。

３．大量保有報告書および同変更報告書により、次のとおり株式を所有している旨の報告を受けておりますが、

当社として当第２四半期会計期間末日時点における実質所有株式数が確認できないため、上記大株主の状況に

は含めておりません。

 平成22年４月30日現在(報告日：平成22年５月12日)

氏名又は名称

（共同保有者）
住所

保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

株式会社みずほコーポレート銀

行
東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 5,568 2.78

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 4,440 2.22
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 平成23年７月25日現在(報告日：平成23年８月1日)

氏名又は名称

（共同保有者）
住所

保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 7,858 3.93

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 3,085 1.54

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 434 0.22

  

 平成24年６月15日現在(報告日：平成24年６月19日)

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

ラザード・アセット・マネージ

メント・エルエルシー

アメリカ合衆国ニューヨーク州ニュー

ヨーク市ロックフェラープラザ30
10,118 5.06

  

 平成24年７月31日現在(報告日：平成24年８月３日)

氏名又は名称

（共同保有者）
住所

保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

テンプルトン・インベストメン

ト・カウンセル・エルエルシー

アメリカ合衆国  33301、フロリダ州、

フォート・ローダデイル、セカンドス

トリート、サウスイースト300

4,232 2.12

フランクリン・テンプルトン・

インベストメンツ（アジア）リ

ミテッド

香港、セントラル、コノートロード8、ザ

  チャーターハウス  17階
3,445 1.72

フランクリン・テンプルトン・

インベストメンツ・コープ

カナダ  M2N OA7、オンタリオ州、トロ

ント、スイート1200、ヤング・ストリー

ト5000

1,771 0.89

テンプルトン・アセット・マネ

ジメント・リミテッド  

シンガポール共和国  038987、サン

テック・タワー・ワン＃38-03、テマセ

ク・ブルヴァ－ル７

624 0.31

  

 平成24年８月15日現在(報告日：平成24年８月21日)

氏名又は名称

（共同保有者）
住所

保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 7,255 3.63

三井住友トラスト・アセットマ

ネジメント株式会社
東京都港区芝三丁目33番１号 495 0.25

日興アセットマネジメント株式会

社
東京都港区赤坂九丁目７番１号 4,915 2.46
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

(自己保有株式)

普通株式

10,372,100

－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

189,379,800
1,893,798 －

単元未満株式
普通株式

211,091
－ －

発行済株式総数 199,962,991 － －

総株主の議決権 － 1,893,798 －

（注）  「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

②【自己株式等】

  平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アシックス
神戸市中央区港島中

町７丁目１番１
10,372,100 － 10,372,100 5.19

計 － 10,372,100 － 10,372,100 5.19

  

２【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しております。

  

２．監査証明について

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（自  平成24年７月１日

  至  平成24年９月30日）及び第２四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日）に

係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 28,927 32,796

受取手形及び売掛金 ※1
 59,392

※1
 57,330

有価証券 2,431 2,132

商品及び製品 46,973 44,925

仕掛品 313 291

原材料及び貯蔵品 1,062 1,310

繰延税金資産 4,898 5,095

その他 6,768 6,375

貸倒引当金 △2,332 △1,957

流動資産合計 148,433 148,301

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 30,528 30,448

減価償却累計額 △19,141 △19,423

建物及び構築物（純額） 11,387 11,024

機械装置及び運搬具 4,436 4,416

減価償却累計額 △3,398 △3,466

機械装置及び運搬具（純額） 1,038 950

工具、器具及び備品 12,260 12,916

減価償却累計額 △7,853 △8,355

工具、器具及び備品（純額） 4,406 4,560

土地 10,178 10,044

リース資産 4,085 4,465

減価償却累計額 △921 △1,202

リース資産（純額） 3,164 3,263

建設仮勘定 30 12

有形固定資産合計 30,206 29,855

無形固定資産

のれん 4,874 4,501

その他 11,676 11,380

無形固定資産合計 16,550 15,882

投資その他の資産

投資有価証券 7,194 7,330

長期貸付金 346 330

繰延税金資産 1,303 1,451

その他 8,891 8,778

貸倒引当金 △581 △510

投資その他の資産合計 17,153 17,381

固定資産合計 63,910 63,119

資産合計 212,343 211,421
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 21,668 17,533

短期借入金 13,173 15,689

リース債務 493 546

未払費用 8,725 8,269

未払法人税等 3,177 1,813

未払消費税等 810 846

返品調整引当金 628 448

賞与引当金 1,666 1,809

繰延税金負債 302 441

資産除去債務 6 －

その他 5,317 4,780

流動負債合計 55,969 52,179

固定負債

社債 16,000 16,000

長期借入金 5,317 4,240

リース債務 2,893 2,937

退職給付引当金 8,103 8,457

繰延税金負債 3,622 3,485

資産除去債務 618 653

その他 4,501 4,459

固定負債合計 41,058 40,235

負債合計 97,027 92,414

純資産の部

株主資本

資本金 23,972 23,972

資本剰余金 17,182 17,182

利益剰余金 89,778 93,361

自己株式 △7,821 △7,822

株主資本合計 123,111 126,693

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,211 1,024

繰延ヘッジ損益 1,832 2,141

在外子会社資産再評価差額金 ※2
 379

※2
 333

為替換算調整勘定 △18,583 △18,847

その他の包括利益累計額合計 △15,159 △15,348

少数株主持分 7,364 7,661

純資産合計 115,315 119,006

負債純資産合計 212,343 211,421
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 123,935 126,601

売上原価 69,618 72,198

返品調整引当金戻入額 565 580

返品調整引当金繰入額 369 383

売上総利益 54,512 54,600

販売費及び一般管理費 ※1
 43,447

※1
 43,632

営業利益 11,064 10,967

営業外収益

受取利息 229 222

受取配当金 106 108

負ののれん償却額 10 3

その他 367 277

営業外収益合計 713 612

営業外費用

支払利息 286 355

為替差損 2,034 1,139

その他 101 76

営業外費用合計 2,423 1,571

経常利益 9,355 10,008

特別利益

固定資産売却益 4 147

投資有価証券売却益 9 27

投資有価証券償還益 11 6

特別利益合計 25 182

特別損失

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 7 19

投資有価証券評価損 3 102

投資有価証券償還損 68 6

特別損失合計 79 128

税金等調整前四半期純利益 9,301 10,062

法人税等 3,799 3,861

少数株主損益調整前四半期純利益 5,502 6,201

少数株主利益 395 389

四半期純利益 5,106 5,811
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 5,502 6,201

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △321 △186

繰延ヘッジ損益 △2,078 273

在外子会社資産再評価差額金 △46 △46

為替換算調整勘定 3,356 △249

その他の包括利益合計 910 △208

四半期包括利益 6,412 5,992

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 6,016 5,623

少数株主に係る四半期包括利益 395 368
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 9,301 10,062

減価償却費 2,455 2,380

のれん償却額 392 372

貸倒引当金の増減額（△は減少） △147 △380

退職給付引当金の増減額（△は減少） 392 409

賞与引当金の増減額（△は減少） △233 140

投資有価証券評価損益（△は益） 3 102

投資有価証券売却損益（△は益） △9 △27

投資有価証券償還損益（△は益） 56 △0

受取利息及び受取配当金 △336 △330

支払利息 286 355

為替差損益（△は益） 398 992

有形固定資産除売却損益（△は益） 3 △127

その他の損益（△は益） 1,383 △238

売上債権の増減額（△は増加） 2,305 2,054

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,648 1,992

その他の資産の増減額（△は増加） 986 129

仕入債務の増減額（△は減少） △3,818 △4,213

未払消費税等の増減額（△は減少） △80 52

その他の負債の増減額（△は減少） △294 △1,283

小計 10,398 12,441

利息及び配当金の受取額 340 326

利息の支払額 △278 △355

法人税等の支払額 △3,960 △4,786

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,499 7,625

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,942 △7,520

定期預金の払戻による収入 1,703 4,035

有形固定資産の取得による支出 △2,075 △1,078

有形固定資産の除却による支出 △6 △1

有形固定資産の売却による収入 15 296

無形固定資産の取得による支出 △557 △437

有価証券の純増減額（△は増加） △979 625

投資有価証券の取得による支出 △18 △666

投資有価証券の売却及び償還による収入 118 243

短期貸付金の純増減額（△は増加） 298 △15

長期貸付けによる支出 △17 △2

長期貸付金の回収による収入 33 5

投資その他の資産の増減額（△は増加） △98 △159

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,527 △4,673
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,505 547

長期借入れによる収入 1,540 1,000

長期借入金の返済による支出 △279 △360

自己株式の取得による支出 △14 △0

自己株式の売却による収入 0 0

リース債務の返済による支出 △210 △268

配当金の支払額 △1,897 △2,283

少数株主への配当金の支払額 △35 △71

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,401 △1,435

現金及び現金同等物に係る換算差額 237 △991

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,192 524

現金及び現金同等物の期首残高 25,478 26,983

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 24,286

※1
 27,507
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

連結の範囲の重要な変更 

当第２四半期連結会計期間より、新たに設立したアシックスジャパン株式会社を連結の範囲に含めておりま

す。  

 

【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

なお、この変更による当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

  税金費用につきましては、当第２四半期連結会計期間を含む当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１  四半期連結会計期間末日満期手形

当第２四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理につきましては、手形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当第２四半期連結会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

受取手形 338百万円 480百万円

    

※２  アシックススカンジナビアASの株式の追加取得（平成21年８月14日付）に伴う新規連結に関して、実務対

応報告第18号に基づき改正前の国際財務報告基準第３号を適用したことにより生じたものであります。
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（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

広告宣伝費 10,417百万円 9,975百万円

貸倒引当金繰入額 △53 △222

従業員賃金給料 10,780 11,169

賞与引当金繰入額 1,255 1,321

退職給付引当金繰入額 758 692

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

現金及び預金勘定 28,260百万円 32,796百万円

有価証券勘定に含まれるＭＭＦ 94 408

預入れ期間が３か月を超える定期預金等 △4,068 △5,696

現金及び現金同等物 24,286 27,507
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（株主資本等関係）

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

 配当金支払額

  
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日

定時株主総会
普通株式 1,896 10平成23年３月31日平成23年６月27日利益剰余金

  

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日）

 配当金支払額

  
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日

定時株主総会
普通株式 2,275 12平成24年３月31日平成24年６月25日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営執行会

議が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、主にスポーツ用品等を製造および販売しており、国内においては当社が、海外においては米

州、欧州・中近東・アフリカ、オセアニア/東南・南アジア、東アジアの各地域をアシックスアメリカコーポレー

ション、アシックスヨーロッパB.V.、アシックスオセアニアPTY.LTD.、その他の現地法人が、それぞれ担当してお

ります。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱う製品について各地域の包括的な戦略を立案し、事

業活動を展開しております。

「日本地域」、「米州地域」、「欧州地域」、「オセアニア地域」、「東アジア地域」は、主にスポーツ用品等を

製造および販売しており、「その他事業」は、「ホグロフス」ブランドのアウトドア用品を製造および販売して

おります。

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

（単位：百万円）

  日本地域 米州地域 欧州地域
オセアニア
地域

東アジア
地域

その他事業 合計
調整額
（注）1

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高          

(1)外部顧客への売上高 45,46231,25631,7235,337 6,822 3,288123,891 44 123,935

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
6,439 0 － － 73 － 6,513(6,513) －

計 51,90131,25731,7235,337 6,895 3,288130,404(6,468)123,935

セグメント利益

又は損失
2,812 2,121 4,311 1,394 771 (465)10,946 118 11,064

（注）１.（１）セグメント売上高の調整額は、報告セグメントに含まれない子会社の売上高を含んでおりま

すが、主にセグメント間調整によるものであります。

         （２）セグメント利益又は損失は、報告セグメントに含まれない子会社の利益を含んでおります

が、主にセグメント間調整によるものであります。

      ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

  

当第２四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日）

（単位：百万円）

  日本地域 米州地域 欧州地域
オセアニア
地域

東アジア
地域

その他事業 合計
調整額
（注）1

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高          

(1)外部顧客への売上高 45,52634,67130,9365,636 6,594 3,183126,550 51 126,601

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
8,330 0 － － － － 8,330(8,330) －

計 53,85734,67130,9365,636 6,594 3,183134,880(8,278)126,601

セグメント利益

又は損失
2,490 3,217 3,712 1,377 635 (339)11,094 (126)10,967

（注）１.（１）セグメント売上高の調整額は、報告セグメントに含まれない子会社の売上高を含んでおりま

すが、主にセグメント間調整によるものであります。

         （２）セグメント利益又は損失は、報告セグメントに含まれない子会社の利益を含んであります

が、主にセグメント間調整によるものであります。

      ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

  

EDINET提出書類

株式会社アシックス(E02378)

四半期報告書

23/26



３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

前第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

重要な事項はありません。

  

当第２四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日）

重要な事項はありません。

  

  

（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れないため、注記を省略しております。

  

（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れないため、注記を省略しております。 

  

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認めら

れないため、注記を省略しております。

  

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

  １株当たり四半期純利益金額 26.94円 30.65円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 5,106 5,811

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 5,106 5,811

普通株式の期中平均株式数（千株） 189,597 189,591

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

  

（重要な後発事象）

該当事項がないため記載しておりません。 

 

２【その他】

  該当事項がないため記載しておりません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
  該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２４年１１月９日

株式会社アシックス

取締役会    御  中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松本  要        印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 笹山  直孝      印

  当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ア

シックスの平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２４年

７月１日から平成２４年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２４年４月１日から平成２４年９月３０

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

  

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

  

監査人の結論

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アシックス及び連結子会社の平成２４年９月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

  

利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                                                                                    以    

上

  

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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